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第 30 回研修会 in 東京 

 

 2016 年 1 月 31 日（日）に熊本において第 29 回研

修会を開催しました。当日は、全体で 70 名の参加があ

りました。 

 午前の全大会は、「地域 の中で育む 療育・発達の支

援 」と題して、成瀬裕二氏（社会福祉法人合志市協議

事務局長）のご講演、午後は A 分科会「放課後に必要

な支援とは？～実践事例を中心に」、B 分科会「個別支

援計画を作成するための視点」の 2 つの分科会で研修

を行いました。 

＊  ＊  ＊ 

 A 分科会では、北村総一郎氏（NPO 法人チャイルド

サポートきくち こども発達支援センターえるぴあ）

と、田中祐子氏（全国放課後連事務局次長、一般社団

法人江東ウィズ まつぼっくり子ども教室）の 2 名か

らの実践報告を土台にして、放課後活動が子どもたち

の成長、発達にとって重要な意味を持っていることに

ついて議論を深めました。 

 B 分科会では、原田徹氏（全国放課後連事務局長、

社福ライフサポート協会）が講師となり、個別支援計

画を作成する際に、子どもたちをどのような視点で見

ていくのかについて議論がなされました。 

 熊本では初めてとなる研修でしたが、近隣の鹿児島

県、大分県、福岡県をはじめ、沖縄県からも参加して

いただき、大変有意義な研修会になりました。 

 ご参加いただいた皆様、ありがとうございました。 

 

 

 2016 年 2 月 28 日（日）に第 30 回研修会を開催し

ました。当日は 75 名の参加者がありました。 

 まず、全国放課後連会長の園山氏から挨拶がありま

した。園山氏は「現在、事業所が 7000 か所、10 万人

を超える子どもたちが通っている。全国放課後連を立

ち上げた段階では、ここまで増えるとは思わなかった。

子どもたちへの支援が広がってきたのは良いことであ

ると思っているが、矛盾も生じてきている。今日は厚

労省からの説明、シンポジウムを通して学習し、各事

業所で考えていただきたい」と挨拶しました。次に、 

 

全国放課後連の組織

運営に長年助成をい

ただいているキリン

福祉財団の方の紹介

を行いました。  

第 1 部は、全大会と

して村岡真司氏によ

る基調講演と厚労省

障害児支援専門官の

小島裕司氏による「放

課後等デイサービス

の現状と課題」と題す

る行政説明でした。 

 

 

 

基調報告 
 

放課後等デイ創設 

「切実な願い」「運動の広がり」の結実 
 

 私は 1978 年から障害児の放課後活動に関わってい

ます。その頃の放課後活動はものすごい少数派でした

が、全国的組織の必要性を感じた人たちが集まり、

2004 年に全国放課後連が設立されました。その後、放

課後事業として「児童デイサービスⅡ型」と「障害児

タイムケア事業」という 2 つの方向性が生まれました。

しかし、この 2 つの制度を巡って全国放課後連の中で、

「『児童デイⅡ型』に集中するのか『タイムケア事業』

に集中するのか」という意見の対立が生じました。こ

の対立を乗り越えるためには統一的な運動の方向性を

示すことが大切であると考え、児童デイⅡ型の関係者

と放課後活動の制度化を求める関係者の「切実な願い」

に基づいて運動することで再度まとまることができま

した。 

 

国会署名： 11 万 8000 筆の力 
 

 運動の方針を統一したことから、2008 年に国会に請

願をすることとしました。この運動の反響は大きく、

署名用紙がそれぞれの地域でコピーされ、北海道から

沖縄まで全国から署名用紙の束がたくさん送られてき

ました。最終的に 11 万 8000 筆の署名が集まり、紹介
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議員も 36 名に及ぶ

ものとなりました。

これが放課後活動

の制度化の決定打

になったと思って

います。その後、

2010 年に行われた

障害者制度改革推

進会議において意

見を述べる機会が

ありました。その際

に、委員であった三

鷹市長から「具体的

に子どもが育った

例を話して欲しい」

と求められた。その

ときに私は恭子（小

4、自閉症）の話をしました。 

恭子はささいなことで気持ちを爆発させたり、赤ち

ゃんがいると「赤ちゃんパンチ」をしたりして、泣い

ている様子を見るというような子でした。要するに「自

分の気持ちがコントロールするのが弱い」子でした。

私たちは「自分の生活に手ごたえを持ってほしい」「打

ち込めるものを持ってほしい」と考え、手先の器用な

恭子に合う活動として「たこ焼き作り」に取り組みま

した。それと、「イメージを膨らませる力を持ってほし

い」とも思ったので、「絵本の読み聞かせ」も取り入れ

ました。そうした積み重ねの中で、中学生ぐらいにな

ると気持ちのコントロールができるようになりました。

つまり、子どもを育てるというのは、算数、国語など

を教えることではなく、人格的力を学び取るというこ

とが大切だということです。そういう話を制度改革推

進会でしました。 

 そして、2012 年に放課後等デイが創設されました。

これは児童デイからの移行ではなくて、新規事業とし

て制度化されたものです。私たちの運動の広がりを作

ってきたものが結実したと言えると思っています。 

 

これからの運動 

「実践の創造・発信」「制度の改善」 
 

 その歴史を振り返って、これからの運動の方向を考

えていきたいと思います。今、起業セミナーが流行っ

ていて、色々な宣伝がなされています。最初は「低リ

スク、高リターン」などの言葉が並んでいましたが、

最近は「競争激化」「多店舗化、差別化」というものに

なっています。これらを見ていると「子どもをどう育

てるか」という部分が飛んでいると感じています。営

利を目的にするようなものが入り込んだのが問題だと

思っています。つまり、放課後支援の分野にこれまで

入ってこなかった「異質なもの（営利目的事業体）」が

入ったのが問題と言えます。この現状から、財務省、

厚労省の認識も厳しくなっているのです。 

 では私たちの運動はどうすれば良いのかということ

ですが、答えは私たちのこれまでの歴史にあると思っ

ています。「放課後活動はこうあったらいいのではない

か」という活動、つまり「放課後活動にふさわしい実

践」を提案したり、普及したりしていくことではない

と考えています。しかし、「こうあったら良い」という

実践は上から決めるものではなく、みんなで切磋琢磨

していくものであると思っています。その実践を普及

していくことが大切です。実践と運動とは関係ないと

言う人もいるが、私はそうではないと思っています。

実践普及させていくことも運動です。 

そして、制度を放課後活動にふさわしいものに改善

させていくことが必要です。「ガイドラインの徹底」や

「理念、モラルが大事」と言っても、制度の仕組み自

体が「公費から営利引き出すことができる」という根

本的な部分に問題があるのですから、制度そのものに

メスを入れる必要があります。そのためには、現場の

「切実な願い」を集めていくことが大切だと思ってい

ます。「収支差率」などの統計的数字は、格差が激しい

場合には、実態を反映しているとは限りません。困っ

ている事業所の実態を集めることが大事だと思ってい

ます。研究者の力も借りながら、今後の運動につなげ

ていきたいと考えています。 

 

 

厚生労働省行政説明 
 

 厚労省の小島裕司氏（厚生労働省社会・援護局障害

保健福祉部障害福祉課障害児・発達障害者支援室障害

児支援専門官）から、放課後等デイサービスの制度的

位置、現状の問題点についての説明を行っていただき

ました。 

 小島氏からはまず、平成 28 年度の障害保健福祉関係

予算予算案についての説明がなされました。 

平成 27年度の予算額が 1兆 5495億円であったとこ

ろ、平成 28 年度は 1 兆 6375 億円であり、前年度比で

880 億円の増加（5.7％の増加）をしていることが説明

されました。次に、平成 24 年度から現在までの障害児

通所支援に関する、利用児童数、総費用額、事業所数

について言及し、「大幅に増加している」ことを具体的

な数字で指摘しました。放課後等デイに注目した数字

においては、総費用額が平成 24 年度に 476 憶 4200 万

円であったものが、平成 26 年度は 1023 億 9900 万円

に増加している点、更に、利用者数、事業所数も数字

の伸びが著しい点が示されました。 

 

放課後等デイ以外で障害児が利用できる支援 
 

 全国放課後連では都道府県連絡会議を通じて、財務

省や厚労省が出す資料について問題提起を行い、厚労

省担当者との懇談の際に議論を行っています。 

昨年 9 月から相次いで出された財務省、厚労省資料

について全国放課後連が「問題がある」と指摘してい

た「日中一時支援事業の活用」や「放課後児童クラブ

の利用」という点について小島氏が言及しました。 

小島氏は「放課後等で障害児が利用できる支援は、

必ずしも放課後等デイサービスだけではないという状

村岡氏 
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況です。障害児が放課後等利用できる支援に関しては、

放課後等デイサービスの他に、日中一時支援、放課後

児童健全育成事業（放課後児童クラブ）があります。

目的としては、放課後等デイサービスは、生活能力向

上のために必要な訓練、社会との交流の促進その他の

便宜を供与する、療育と発達の支援を行うもの。日中

一時支援に関しては、障害者等、障害児も含めて日中

における活動の場を確保、家族の就労支援、家族の一

時的な休息をはかるために障害児の居場所という形の

事業。放課後児童クラブに関しては、小学校に就学し

ている児童の保護者が昼間働いていて家にいないとい

ったときに放課後の時間、児童厚生施設や学校の場所

を利用して適切な遊びまた生活の場を与えて健全な育

成を図る事業というもので、それぞれ事業目的があり

ます。」と資料に沿って、説明をしました。 

現状、日中一時支援事業については拡充する方向の

具体案はない状態ですが、放課後児童クラブ事業につ

いては障害児の受け入れ推進施策が段階的に採られて

います。今後、この流れが、日中一時支援事業にも及

ぶと考えられます。この点は注意して見ていく必要が

あります。 

 

適切なサービスの提供 
 

 小島氏は社会保障審議会の資料（平成 27 年 12 月）、

厚生労働部局長会議（平成 28 年 1 月）などを提示し

ながら、「適切なサービスの向上というところでは、放

課後等デイサービスについては、量的な拡大が著しく、

その費用額は 1,024 億円で対前年比 5 割近くの伸び、

その事業所数及び利用者数は対前年比で 3 割近くの伸

びとなっています。特に営利法人が数多く参入してい

ます。さらに『単なる居場所』となっている事例や発

達支援の技術が十分でない事業所が軽度の障害児を集

めている事例があるという指摘があります。適切でな

い事業所の事例としては、単にテレビをつけて時間を

過ごさせているとか、ゲームを渡して遊ばせているだ

けとか、そういう時間をかけて営業時間のほとんどが

あるのではないかとか、利益を上げるために必要以上

の頻度で通わせている事業所があるのではないか、重

度の障害児に関しては受け入れができないと保護者に

伝えて、軽度の障害児のみを通わせているところもあ

るのではないか、指導員に関してアルバイトの比重を

多くしているところもあるのではないかという認識も

示されています。事業所の多くは、支援に関してこの

ような研修などを通じて質の向上を図っていかれてい

るところも多いと思いますけれども、一部の事業所に

おいては利益を上げるために他の分野から参入をして、

子どもの支援に関して全く行っていないところが参入

し、支援ではなくただ預かっているだけというところ

もあるだろうと思います。そういう所に関して厚生労

働省でも平成 30 年の報酬改定の際には、支援を十分に

行っていないところに関してきちんと考えさせていた

だく、評価の部分で反映させていただこうと思ってい

ます。」と説明しました。 

 「質の確保」に向けて、平成 30 年度の報酬改定での

新たな評価基準を設定することが示唆されました。 

 

質の確保に関する通達とガイドライン 
 

 「質の確保」という面について厚労省は「ガイドラ

イン」を軸に政策を検討しています。厚労省、財務省

資料を提示しながら、小島氏は 2016 年 3 月 7 日に厚

労省から発出された通知（講演時点では発出予定の段

階）の概要について簡単に触れ、まずガイドラインの

沿革について、「ガイドラインは、『障害児支援のあり

方を考える検討委員会』の方で、放課後等の事業所に

おいて支援がばらばらであるという認識の下、『ガイ

ドラインを作成することが必要だろう』という意見を

受けて、検討会を設けて作成したものです。支援の形

態は多様な状況にあります。ただ障害のある学齢期の

子どもの健全な育成を図るという支援の方向は共通

しているというところで、放課後等デイサービスを実

施するにあたって必要な基本事項を示したというも

のです。」と説明しました。そして、今般発出する通

知に関して「今度の通知の方でも事業所の方にこれを

活用するように、自治体の方で指導に努めるように求

めます。また、自治体の方で、事業所が自己評価をき

ちんとやっているかということも把握をしていただ

きたいと考えています。国でもこの自己評価がどうい

うふうに活用されているのかという把握に努めてい

きたいと考えています。」と述べました。 

 「ガイドラインの徹底」は単に書類を揃えればいい

というものではなく、中身が伴っていなければ意味が

ないものです。厚労省もそのことを認識した上でガイ

ドラインの徹底を図っていく考えであることがわか

りました。 
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「きちんとしているところを評価」 
 

 最後に小島氏は再度「質の問題」に触れ、「支援の場

所、量に関してはかなり伸びているということがあり

ますけども、支援の質の十分でないところが見受けら

れるという状況になっています。量と質バランスよく

やっていかなくてはいけません。したがって、こうい

う研修会等でも質の改善という形でいろいろ事業所を

集めていただいて考えていただきたいと思います。今

後質の部分に関してどう取り組んでいくのかというこ

とは国の方でも考えていきますし、皆様の方でも勉強

会等開いて、事業所の方でも質の向上を図っていただ

きたいと考えています。平成 30 年度の報酬改定に向け

ては支援をきちんとしているところに関してはそれな

りの評価をさせていただく方向で考えています。きち

んとしているところ、支援を大切にしているところ、

そういう事業所が広がっていくようにしていきたいと

思いますので、今後ともご協力のほどお願い致します。」

と述べました。 

 厚労省としても放課後等デイ事業所全体に対して警

告を発しているわけではなく、「きちんとしていない事

業所」「子どもへの支援を大切にしていない事業所」に

対して警告を発していることがわかりました。 

 一方で、それらの「きちんとしていない事業所」と

「きちんとしている事業所」の判別が難しいというの

が現状です。この現状では、「質の良い事業所」も「質

の悪い事業所」も「同じ放課後等デイ事業所」として、

事業全体の報酬上の評価を下げざるを得なくなるので

はないかと危惧します。 

 そうならないためにも、全国放課後連としては「子

どもの成長・発達」を中心とした実践の普及に努める

とともに、全国各地から「質の確保」は「ガイドライ

ンの内容」に関する課題を集め、平成 30 年度報酬改定

に向けて厚労省と意見交換をしていきたいと思います。 

 

 

午後の部 
 

シンポジウム 
 

『活動の質』を確保するとはいったいどういうこと

を言うのか？ ～現場、研究者はこう考える！ 
 

 午後は現場と研究者によるシンポジウムでした。コ

ーディネーターとして、丸山啓史氏（全国放課後連副

会長、京都教育大学）、パネラーとして中村尚子氏（立

正大学）、村岡真治氏（全国放課後連副会長、ゆうやけ

子どもクラブ）、真崎尭司氏（全国放課後連事務局）が

登壇しました。 

シンポジウムは 2 部構成でした。第 1 部は「『活動の

質』とガイドラインについてどう考えるのか～パネラ

ーによるざっくばらんな議論」として、パネラーの各

立場から「質の問題」について解説をしていただきま

した。第 2 部は会場参加者からアンケートを取った内

容を基にして議論を行いました。 

 

 

第 1部 
 

『活動の質』とガイドラインについてどう考えるのか 

～パネラーによるざっくばらんな議論～ 

 

※以下、敬称略 

 

丸山：司会をします京都教育大学の丸山です。午後の

部は、「活動の質」を確保するというのはいったいど

ういうことなのかを考えていけたらと思います。研

究者、現場など違う角度から 3 人の方にお話しいた

だいてスタートしたいと思います。 

中村：立正大学の社会福祉学部の中村です。まず午前

中の小島専門官からの説明を少し振り返ってみます。 

  まず、放課後等デイサービスのガイドラインを検

討した委員会は「障害児通所支援に関するガイドラ

イン策定委員会」というもので、放課後に限定した

検討会ではありませんでした。平成 26 年 7 月「障

害児支援のあり方に関する検討会の報告書」で、「障

害児通所支援」では事業所の多様化とか様々なこと

があるので、全体として通所支援を検討しようとい

う話がなされ、その中で最初に放課後について議論

されたという経過がありました。だからということ

ではないのですが、障害児通所支援に関するガイド

ライン策定検討委員会を構成する団体の中に｢放課

後｣という言葉がないのです。 

 次にガイドラインの中身について。ガイドライン

の中身は大きくは 4 つの総則があって、基本的役割

と基本的視点と基本的活動、組織運営管理というよ

うなことが書かれています。その中でガイドライン

というのは、「『放課後等デイサービスはこうあるべ

き』ということについて、特定の枠にはめるような

形で具体性をもって示すことは技術的にも困難であ

り、支援の多様性自体は否定されるべきものではな

い」と書いてあります。ですから、いろんな所があ

っていいのだけれども、最低ここは守ろうよという

ようなことで作られたものです。  

 しかし、ここの場にみなさん集まってアンケート

もたくさん書いていただきましたけども、「障害のあ

る学齢期の子どもの健全な育成を図るという支援の

根幹」が共通に認識されているとはいいがたい現状

があります。ガイドラインはできたけれどもそれで

おしまいということではないのです。そういうこと

できちんと見直していく必要があるなと思っていま

す。 

 

「活動の質」と「支援の質」について 

 

  ガイドラインにはこういうことが書かれています。 

「利用する子どもや保護者のニーズは様々で、提

供される支援の内容は多種多様であり、支援の

質の観点からも大きな開きがある」 

厚労省・小島裕司氏 

厚労省・小島氏 
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「各事業所は、本ガイドラインの内容を踏まえつ

つ、各事業所の実情や個々の子どもの状況に応

じて普段に創意工夫を図り、提供する支援の質

の向上に努めなければならない。」 

  私は改めて読んでいて、今日のテーマである「活

動の質」という言葉がどこかにあったかなと思って

探したのですが、基本的には、ガイドラインは｢活動

の質｣という言葉は使わずに「支援の質」というよう

な言葉を使っています。もちろん言葉の綾（あや）

で使う言葉はどっちでもよくて、とにかく｢質｣を上

げるのだよと言ってしまえばそうなのですが、全国

放課後連が｢活動の質｣という言葉を使っていること

にはちょっとこだわってみてもいいのではないかな

と思いました。というのは、放課後活動というのは

子どもと何らかの「活動」をする、「主体的に活動し

ていく」ということを基礎として、それをどう組織

化していくのかというところに意味があると思うの

です。「活動の質」というのはそこに重点がある言葉

だろうと思うのですが、｢支援の質｣という言葉には、

障害児支援の見直しとか障害児支援という国のひと

つのまとまりの動向の中で、大人も含めた障害者支

援という制度を整えていくという文脈の中、つまり、

障害福祉一般の｢支援｣の延長上でしかとらえられて

いないガイドラインなのかなと思っています。 

 

ガイドラインの内容は不十分 

 

さらにガイドラインでは、「基本的役割」｢基本的

姿勢｣｢基本活動｣｢組織運営｣と、段々具体的なことに

なるのですが、そこに「軸」というのがなかなか見

えてこないのです。「子どもの最善の利益の保障」な

どの良い言葉を使っているのですが、これは美しい

言葉として当たり前に聞こえますが、最善の利益を

保障する責任主体は本来行政にあるということを子

どもの権利条約は言っているのです。「学校や家庭と

は異なる時間、空間、人、体験等を通じて、個々の

子どもの状況に応じた発達

支援を行うことにより、子

どもの最善の利益の保障と

健全な育成を図る」のだけ

れども、それを保障するの

はどこに責任があるのかと

いうことは、実はするっと

抜けているのです。 

それから、｢後方支援｣と

いうことについて。専門施

設が後方支援をしていく、

つまり、一般施策だけの保

育所や幼稚園、通常の中学

校などに対して障害のある

子が活動しているときにそ

れを支える責任があるのだ

ということが「後方支援」

という言葉になっています。

でも、現実にみなさんどう

でしょうか。「放課後の事業所が学童クラブを支援す

る」みたいなことを、リアリティをもって取り組む

ことができているでしょうか。そのための人的な保

障がありますか。 

構図としては、専門的機関が一般施策を支援する

というのは美しいですけども、それを誰がやるのか、

どういう体制でやるのかということまで、一切見通

されていないのです。私は、「この方向性が現実的な

のだろうか、みんなどう思っているのか、この責任

をここにいる人たちみんなやってみようと思ってい

るのか」と問いたいと思います。決して「やってみ

るな」と言っているのではないですが。 

それから、「基本的姿勢」の部分で、「子どもの発

達や障害についての理解」や「障害特性を理解して

いる者による発達支援」と書いてあります。しかし、

それができるような「組織運営管理」という部分と

のつながりで書かれているかというと、そういう書

きぶりではないとも感じています。 

「組織運営管理」のところの「質の向上」という

のは、日常業務の PDCA サイクルとか研修、各機関

との役割となっているのですが、そこには｢活動｣と

いうものを検証していく上でのノウハウが抜けてい

るように思うのです。 

「基本活動」のところの自立支援と日常生活のた

めの活動、創作活動、地域交流、余暇の提供、これ

に異論は無いのですが、何か「小さな学校」、「自立

支援」というものを放課後でもすごく求められるよ

うに感じます。具体的にこれがおかしいというよう

なのではないのですが、放課後に求められる基本活

動というのはこういう表現でいいのかなという疑問

を持っています。 

だからガイドラインというのは「最低限守らなく

てはいけないこと」と思いながらも、「放課後活動の

ための指針になるところまでは至ってない」という

見方で見ていく必要があるのかなと思っています。 

 

左から、真崎氏、村岡氏、中村氏、丸山氏 
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子どもたちの育ちを軸にしたガイドラインへ 

 

何がこれから必要なのかということで言うと、私

たちは、「子どもの育ちを軸にしたガイドライン」を

私たち自身が議論していく必要があると思っていま

す。例えば、放課後活動というのは学校や教室では

ない場ですが、その集団の中で子どもたちはどんな

活動をしていくのか、その中でどんな姿を見せるの

か、あるいは、子どもたちがどんな学校生活を背負

って放課後に来るのなどを考える必要があると思い

ます。そのようなことを理解していくようなことか

らスタートしていかなければと思います。 

その中でも特に放課後の活動で大事だなと思うの

は、小学校の高学年とか中学校とか中学部、高校、

高等部の年齢における親以外の人との関係みたいな

ことって特に難しいことなので、その段階の子ども

たちに対して放課後活動らしい活動を作っていかな

いといけないのではないかと思います。 

最後に、学校や保護者と支援計画を共有しなさい

というときに、細かな「○○をできるようになる」

というような活動ではない「放課後らしい計画」と

いうのが作られていくはずなのだろうなと思ってい

ます。その他、若干の課題ということで、制度改善

をしていくためにはということをちらっと書いてい

ます。今日詳しくここでやる課題ではないと思いま

すが、障害児相談支援事業というのが同じく 2012

年から始まっていて経過措置が終わって本格化して

います。ここでの利用の入り口の人たちがどういう

人たちなのか、みなさんの中には相談支援事業所を

立ちあげている方もいらっしゃると思うのですが、

そこの役割というのをきちんと見ていく必要がある

かなと思っています。 

それから｢支給量の制限｣についてです。支給量の

制限ではなくてもっと改善するところがあるのでは

ないかと思います。やはり「定員 10 人」が一番儲か

るというのがありますから、そのところにきっとい

ろんな矛盾があると考えています。定員 20 人のあり

方とか、更に、「小学校に入学したらもれなく放課後

等デイサービスがついてくる」というような事に対

して、悪いわけではなくて、「子どもにとってそれは

どういうことなのか」という問い直しをきちんとし

てみようというようなことをする必要があると思い

ます。 

それから複数の放課後の利用ということも子ども

にとってどうなのかという問い、つまり全体として

は子どもにとってどうなのかということを｢活動の

質｣というふうな軸に据えていく必要があるのでは

ないかと思っています。 

 

＊ 

 

村岡：東京小平市でゆうやけ子どもクラブで職員をや

っています。現場の人間ですので、「質の問題」を、

実践をからめて紹介できればと思います。洋助とい

う高等部 1 年生、知的発達の遅れがある子どもの話

をしたいと思います。 

 

洋助との活動で学んだこと 

 

  洋助は身体もがっしりした子どもなのですが、今

野さんという女性指導員さんが大好きでべったりく

っついて過ごしている子どもでした。テレビアニメ

が大好きなので今野さんのそばで「ウルトラマンか

っこいい？」とか｢仮面ライダー変身する？｣とか言

っているのです。それで、仲良くおしゃべりしてい

るかなと思ったら、急に今野さんの髪の毛を引っ張

って噛みつくのです。『どうしてさっきまであんなに

仲良くおしゃべりしていたのに豹変するのかな』と

思ったのですが、いろいろ職員の間で相談してみる

と、「おそらく大人のまなざしに過敏になってきたの

かな」という判断に至りました。つまり、今までは

周りの人たちからどういう風に見られているのかな

と分からなかったのだけれども、他者の気持ちをイ

メージするような力がついてきたのではないかなと

いう話をしました。他者の気持ちをイメージできる

ということは、あの人からどういう風に見られてい

るのかなと不安になることにつながります。子ども

というのは、育つことで新しい矛盾を抱え込むよう

なところがあるのではないかなという話を職員間で

しました。それで、どうしたかというと、今野さん

に噛みついているわけだから私が飛んでいって、今

野さんから引き離すわけです。それで、廊下に連れ

て行ったりするのです。すると今度は私の髪の毛を

引っ張ってかみついてくるのです。もう村岡さんの

髪の毛それ以上抜かないでということになるのです

けど、毎回毎回これの繰り返しで、30 分間くらい押

し合いへし合いしてようやく落ち着くという感じだ

ったのです。 

 こんなことを繰り返していいのかと、私はすごく

反省しました。やはり大人の目に過敏であれば、そ

ういう過敏さを乗り越えるような力を長期的でもい

いからつけていかなければならないなって思ったの

です。また職員間で色々と相談しまして、大人と二

人の閉じた関係だと眼差しだけになっちゃうから、

第二者との閉じた関係じゃなくて、自分の気持ちを

第三者に向けていくような力をつけたいなと考えま

した。それで、具体的にどうするかとい考えて、段

ボールで刀を何本か作り、私と洋助が一本ずつ持っ

て、第三者、もう一人高等三年生の男の子がいるの

ですけど、私と洋助がチームになって「あいつをや

っつけろー」と言って、段ボールの刀で切りつける

という「チャンバラ遊び」をすることにしたのです。

一対一の閉じた関係ではなくてもう一人の高校三年

生の男の子の方に気持ちを向ける、第三者に気持ち

を向けるという活動をやったのですね。そして、私

が「洋助、あいつやっつけようぜ」って刀を切りつ

けるわけです。洋助はぽかーんとして上を向いてい

ました。「洋助何している！助けろ！」と言うと、よ

うやくこの刀を水平に構えて「バキュン、バキュン」

とやるのです。『何をやっているのかな』と思ったら、
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洋助はテレビアニメが大好きなので、ルパン三世の

つもりなのですね。それで私も刀を水平に構えて「バ

キュン、バキュン」とやったのです。 

  それ以来、私が段ボールでピストルを作って、私

と洋助がチームになって、第三者を狙い撃ちすると

いう遊びが始まりました。気のいい子どもは「うっ」

と撃たれた真似をしてくれたり、指導員も指鉄砲で

「バキュン」と撃ち返してくれたりして、そうやっ

て遊ぶようになってから、今野さんには目もくれな

くなりました。ピストルは肌身離さず、毎日毎日私

に作ってくれって言うのです。活動中ずっとピスト

ルを手に持っていて、自宅に帰るときもピストルを

お土産にして持って帰るという感じで、お守りみた

いにしてピストルを持っていたのです。 

  高等部 1 年、2 年、3 年と毎日ピストル遊びをし

ていました。とうとう高等部 3 年の 3 月の最後の卒

会の日が来まして、卒会の子どもたちはちょっとし

たお別れ会をしました。記念品を渡して花束をもら

ったのです。洋助も記念品をもらって、お母さんが、

活動が終わったら車でお迎えに来られたのです。「い

ろいろお世話になりました」ってお母さん涙ながら

におっしゃいまして、「洋助はね明日も来る気でいる

と思うのです。卒会ってことが分からないから。」っ

ておっしゃるのです。案の定、洋助は靴を履き替え

てぱっぱっぱと車に乗って、そのまま車に乗って帰

って行ったのですよ。私はこうやって車の後ろを眺

めながら見送ったのです。で、ふと下駄箱を見たら、

下駄箱の前にすの
・ ・

こ
・

がひいてあるのですが、すの
・ ・

こ
・

の上にピストルがぽつんと置いてあったのです。私

それを見てはっとしました。あれだけピストルをお

守りにして肌身離さず持ち歩いて自宅にもお土産に

して持って帰っていたあのピストルを忘れたのです。

『ああ洋助はついにピストルがいらなくなったのだ

な』と思って、ゆうやけを卒会するだけじゃなくて

ピストルからも卒業したのだなと思って、目頭が熱

くなりました。ようやく卒業してくれたのかなとい

ううれしさとピストルが必要なくなったのだなとい

う寂しさがあふれてきまして、実践者としてやって

きて良かったなということを思いました。 

  そして、卒会して何ヶ月か経った頃なのですが、

小平市で障害者運動会というのを開催しました。市

内の障害者施設とか団体が一堂に会して運動会をす

るのですが、ゆうやけ子どもクラブも参加して、洋

助が通っていた障害者作業所も参加していたのです。

そうしたら洋助がパン食い競走とか参加しているの

です。運動会というのは一番周囲からいろんな眼差

しが突きつけられるような環境です。しかもピスト

ルみたいなお守りを一切持ってないのです。「大分変

わったな」と思いました。運動会の最中私が歩いて

いたら、向こう側から洋助が作業所の職員に連れら

れて歩いてきたところ、すれ違いざまに私を指鉄砲

で挨拶代わりに「バキュン」と撃つのです。そした

らそのまま知らん顔して通り過ぎたのです。何と大

人になったかなと思いました。 

 

放課後は「教え型」ではなく「学び型」 

 

洋助を含め色々な子どもを通して、子どもという

のは「教え型」だけではなくて「学び型」というも

のを通して育てるということもあるような気がして

います。「教え型」というのは、学校で国語を教えた

り数学を教えたりするものですが、それも育てるこ

とではありますが、洋助のように「自分の心をコン

トロールする力」については、上から押さえて「我

慢しなさい」と言ったって身につかないわけもので

す。「自分自身で経験して自分自身の力でつかみ取る」

しかないわけですので、そういう「学び型」という

ものもあるように思います。 

放課後活動というのは、できれば「学び型」の活

動というのを十分に展開してあげて、子どもが自分

で自分の気持ちを収めるとかそういう「人格的な力」

をつけるようなものであって欲しいというのがひと

つめです。 

 それから、子どもの育ちというのは「一路前進」

ということではありません。洋助も周りが見えてく

ることで不安を感じる時期にさしかかったわけです

ので、新しい矛盾を抱え込みながら進んでいくので

はないかなと思っています。 

  それから三つめなのですが、気持ちをコントロー

ルする力、そういう人格的な力が形成されるのは、

洋助で言えば三年間かかりました。三年間かかった

から卒業したのです。全くお守りなしで運動会に参

加できるような力をつけていったのですね。だから

決められた時間内に進んでいくのではなくて、その

子固有のテンポがあるし、時間をかけてじっくり培

えば培うほどしっかりとした力で定着していくので

はないかなと思っています。 

  四点目なのですが、私は長い間実践者として現場

にいるのですが、洋助がピストルを卒業して『ああ

本当に育ってくれたな。うれしいけれどもさびしい

な』みたいな、そういう気持ちがいろんな子どもに

実感されて自分の中に積み重なっていくわけです。

それが新しい子どもに対しても、『そういうふうな子

どもの性質にかけたいな』という気持ちにつながっ

ていくわけです。要するに「実践の喜び」なのです。

自分の内側から湧き出るような内発的なものだとい

うふうに思います。決して「管理」とか「評価」と

いうような、外発的なものでエネルギーが湧き起こ

るものではないと思っています。自己評価と言って

も外から自分を評価しなさいと言われたら外発的な

ものになりますので、決してそんなものでは、私は

実践者の仕事の意欲というのは湧かないのではない

かというふうに思っています。 

 

実践から考える「質」のこと 

ガイドラインを大まかに沿いつつ乗り越える 

 

 最後に改めて｢質｣の問題というのを考えてみたい

と思います。 

よく「放課後等デイサービスはできて間がない」
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とか「事業所が急増している」とか言うのですが、

それは良いことであるし、できて間がないのであれ

ばお互いに研修したりお互いに見学に行ったりとか

あるいは学習会とか研修会で切磋琢磨して改善して

いけば良いものです。そうではなくて、｢質｣の問題

というのは、この事業に営利を目的とする「異質な

もの」が入り込んでいるところに問題があると思っ

ています。「営利法人（株式会社）イコール営利目的」

では、決して無いと思います。「法人の立ち上げが簡

単だから」ということで株式会社として立ち上げて

いるところも多いと思います。問題なのは、「営利」

と「子どもを育てる」ということについて、「目的と

手段が逆転」してしまうことです。あくまでも子ど

もを育てるということが目的であって、どういうふ

うにお金を集めて使っていくかというのは手段であ

ると思いますの。これが逆転しているような所に今

の｢質｣の問題があるというふうに思っています。 

それを踏まえて、ガイドラインをどういうふうに

見るかというとですが、私としては、今述べてきま

したように実践者としての四つの実感から言うと、

ガイドラインの内容はとても不十分と思っています。

逆に徹底すればするほど、実際の実践じゃなくなる

ようなところもあるというふうにも思っています。 

だけど、ガイドラインには私たちの要望が取り入

れられたいいところもあるのです。ですから、私は

ガイドラインへの態度としては、「大まかに沿いつつ

実質的に乗り越える」というようなことを考えてい

ます。これは別に私が勝手に言っているのではなく

て、ガイドライン自身がそういうふうに要請してい

ます。先ほど中村さんも紹介されていたのですが、

「放課後等デイサービスがこうあるべきということ

について特定の枠にはめるような形で具体性を持っ

て示すことは技術的に困難であり、支援の多様性自

体否定されるものではない。」「ここに記載されてい

る内容を機械的に実行していけば質の高い支援提供

が確保されるというような、手っ取り早い事業マニ

ュアルではない。」それから「評価表についてもあく

までもひな形であり、事業所等でこれに適宜各修正

を行っていただくことも可能ですし、どのような形

で活用するかも自由です。」とガイドラインに書いて

あるのです。ガイドラインを徹底すると言っても、

文字通り一字一句そのまま従うというのではなくて、

「大まかに沿いつつ実質それを乗り越える」という

ような態度の方が良いのではないかと思います。 

  ガイドラインをどう使うかという問題にとどまら

ず、やはりガイドラインを実質的に乗り越えられる

ような「放課後活動の実践」を作り出して、これを

普及提案していくというのが運動としてとても大事

だと思っています。 

東京では昨年、実践講座というのをやりました。

「遊びが育てる子どもの心」という講座のまとめを

書籍化していますし、今年 5 月 29 日に学習会を行

います。そこでは活動の実践報告をしてもらい、そ

れを受けてみんなで学び合うというふうなことをや

ります。質の問題が問われている以上は、「こういう

質が放課後活動としてふさわしいものではないか」

というのを提案していき、みんなで切磋琢磨してい

くというのが非常に大事になっているかなと思いま

す。 

それから、先ほど「異質なもの」が入り込んでい

ると言いましたけれども、そういうものが入り込ん

でも良いという制度上の仕組みにどうメスを入れて

いくのかということを考えないといけないとも思っ

ています。 

 

＊ 

 

真崎：全国放課後連事の務局員をやっております。 

 財務省、厚生労働省から昨年の 9 月以降たくさん

資料が出ているのですが、これらの資料は「平成 30

年度の報酬改定をどういうふうに考えていくか」と

いう議論の方向を付けることを目的としています。

その中で｢支援の質｣というのが大きくクローズアッ

プされています。今日は、その｢支援の質｣と平成 30

年の報酬改定の関連をお話ししたいと思います。 

 

「収支差率 14.5％」とスタッフ給与の関連 

 

 まず財務省、厚生労働省資料の概要と報酬改定と

の関係についてです。 

そもそも財務省、厚労省は今、社会保障費の抑制

方針を全体的にとっています。その方向性を資料の

中で提示しながら、『放課後等デイサービスの事業所

がこれだけ増えているのですよ』というのを表した

資料が出ています。例えば、「放課後等デイサービス

については、近年の制度改正後、事業所の指定基準

が緩いことや、事業所が高い収支差を確保できるこ

となどから、営利法人を中心に事業所が急増し、総

費用額も急増している」という文言がありますが、

放課後等デイの急増と社会保障費の抑制方針と関連

させて、事業自体に目をつけられているなというの

がうかがい知れる一文となっています。 

この資料の中では、「収支差 14.5％」という数字

もマルで囲まれていて強調されています。生活介護

の収支差率が 13.4％、居宅介護も 9.4％あるのです

が、あまりにも 14.5％というのが目立つのではない

かというので財務省もここで改めて強調しているこ

とがわかります。事業所数も強調されています。「営

利法人が 3 年で 4 倍」と強調されている資料になっ

ています。 

この「収支差率 14.5％」というのが注目されてい

る訳ですが、この数字を見るときに大事なのは、労

働環境も一緒に見ないといけないということです。

この 14.5％という数字を見るときに見るべき数字と

いうのが、放課後等デイ事業所の常勤職員、非常勤

職員の平均給与の額を出した数字です（平成 26 年度

障害福祉サービス経営実態調査）。 

放課後等デイサービスでは 50.8％は常勤という数

字があります。半分が常勤、ということは半分以上

がパートタイマーとかであることが分かります。こ
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れは他の事業と比べても突出して低いです。常勤率

50％台というのは他の事業と比べてもあり得ないぐ

らい低い数字です。そして、常勤年収が 257 万 8 千

円、非常勤年収が 168 万 5 千円となっています。こ

れも他の事業体に比べて本当に低いです。あり得な

いくらい低いです。児童発達支援でも 300 万超えて

います。こういう数字を、「収支差率 14.5％」を見

るときに、ちゃんと考えないといけないというのが

言いたいというのがひとつです。 

 次に「報酬単価減」「利用日数制限」「利用者負担

増」ということについてです。財務省資料には、｢利

用回数の設定｣とか「利用者負担を求めること等を検

討する」という文言が並んでいます。厚労省と懇談

をしても、「やはり厳しい」とのことでした。｢厳し

い｣というのは「このまま行けば報酬単価が下がる」

ということです。そこで財務省、厚労省がキーワー

ドとしてよく使っているのは「適切な運営」とか「効

率的なサービスの提供」という言葉です。「適切な運

営」をして「効率的なサービスの提供」をしている

ということを全国調査の数字として上がってこない

と報酬単価を下げますよということです。 

そして、もうひとつ注目したいのが、日中一時支

援事業の利用を推進する方向についてです。厚労省

資料で、「放課後等において障害児が利用できる支援

の概要」という項目で、「放課後等デイサービス」と

「日中支援」、「放課後児童クラブ」が横並びで書か

れています。ということは、「放課後等デイサービス

だけではなくてこっちも使えるから使えるなら使っ

てください」というのがこの資料の意味と言えます。

午前中の資料の中にも、利用している人たちの中で

療育手帳所持者の割合という円グラフがありました

が、療育手帳を所持していないという子どもさんが

13.6％いるということが明らかになっています。行

政の側としては、おそらく「この人たちは日中一時

支援を使ってよ」と考えるだろうなと思います。つ

まり、「手帳を持っていなくて軽度の子なのだから日

中一時支援使ってよ」というのが本音なのだろうな

ということです。 

 

財務省、厚労省ともに現状を憂慮している 

 

 行政から資料がたくさん出ているのですけども、

財務省と厚生労働省が放課後等デイについてどのよ

うに考えているのかというところです。 

結論から言って、財務省も厚生労働省も現状を本

当に憂慮しています。担当者の方も本当にどうにか

したい、どうにかしないといけないという危機感を

強く持たれていて、懇談をしていても「みなさん方

のようにしっかり真摯に取り組まれているところを

どうにか救いたいのだけども、やはり現状、支援の

質が悪いと言われるような事業所をどうやって退場

してもらうかという方策がまだ見つけられない。」と

いう認識を持たれています。 

先ほど中村先生のお話もあったように、「支援」と

いうのと｢活動｣の違いというのも注意しながら、こ

ちらとしては訴えをしていかなければならないと思

うのですが、2015 年の 11 月 30 日に行った厚生労働

省の担当者の方との話の中では、「支援の質が確保さ

れていない現状はとても憂慮している」というのを

お互い認識を共有したという所です。そして、「子ど

もの成長発達の支援よりも営利を極端に求める事業

者をどのように選別するのか」というところを厚生

労働省としても取り組みたいというお話を聞きまし

た。 

  先ほど村岡さんの話にもありましたように、営利

企業だから悪いと言うことは毛頭言うつもりはあり

ません。現場の人は一生懸命やっていると思います。

一概に言えないのですが、今議論になっている「営

利性」というのは、「儲けを極端に求める」とか「儲

け主義」のことを意味していると思います。「営利企

業をどのように選別するのか」と言うときには「儲

け主義のところをどのように選別するのか」という

ような言葉に言い換えた方がいいと思います。これ

を厚生労働省は、今一生懸命やっているということ

になります。この問題は基本的に、社会福祉法制の

全体の制度設計を根本から変えないといけないとこ

ろではあると思うのですが、そういう事業主体が広

がったことによってこれまで利用できなかった子ど

もたちが利用できるようになったという事実はしっ

かり評価した方がいいのではないかなというふうに

も思っています。 

 

儲け主義事業所の選別と行政の責任 

 

  問題は儲け主義の事業所の選別です。 

行政の責任として、最初の「指定の段階」で何か

枠をかけるという選択肢ももちろんあると思ってい

ます。例えば、東京都は来年度から「障害児通所支

援事業所指定協議説明会」というのを開催すること

になりました。これは東京都内で放課後等デイの事

業指定を受けるという者はその説明会に参加しない

と指定を受けられないというものです。東京都がや

ろうとしている説明会は、法令基準についての説明

ももちろんするのですが、「法に基づく事業目的を正

しく理解してもらう」というのが説明会の目的の中

に入っています。ですので、どういう内容になるの

か分かりませんけども、一定の枠をかけようという

努力は見えるなという施策になっています。 

まだ始まってないので内容がどういうものかって

いうのは私も分かっていないのですが、行政の側で、

質の問題で指定の段階から網をかけるという発想を

持ち始めているなというふうにも思っています。 

 

「ガイドラインの徹底」「支給日数制限」 

 

  次に四つめですけども、平成 27 年度全国厚生労働

関係部局長会議で、「ガイドラインの活用の徹底」と

「障害児本人の発達支援のためのサービス提供を徹

底」ということで「支給決定日数の目安を示す」と

いうことが書かれました。この「支給決定の目安」
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というのもみなさん非常に関心もたれているところ

かと思いますけども、一ヶ月のうち何日かというの

を目安として厚生労働省が決めて、各自治体に通知

を出すということになると思われます。これは本当

にいいのか。どういう意味かというと、支給決定の

流れとして制度が予定しているのは、「サービス等利

用計画案」を作って、それを役所に持っていって、

役所はその内容を勘案して支給日数を決めるという

ものですが、たとえば目安として 15 日とか 10 日と

かいうのを厚生労働省が示して、でも利用計画案で

は 25 日必要ですというのが示された場合どうなる

のかという問題が生じます。では、役所はどっちに

従うのかと言ったら、厚生労働省の方に従うと思い

ます。果たしてそれでいいのかなということですね。 

もちろん厚生労働省の方としてもその子の特性、

家庭の環境とかを見て決めるべきと言っていますが、

役所の仕事からして厚生労働省からそういう通知が

来たときに従わないということはあり得ないと思い

ます。「これはベースラインだからあとは増やしても

減らしてもいいよ」と言われたとしてもやはり従っ

てしまうよなと思います。そうすると子どもにとっ

ての放課後の必要性というよりも「目安が優先」す

るという可能性があるのではないかなと危惧をして

おります。 

 

平成 30 年度報酬改定について 

 

最後ですけども、平成 30 年度の報酬改定はどうな

るかというところです。 

報酬単価の決定に際しては「客観的データ」とい

うのを厚生労働省の方はおっしゃいます。これはも

ちろん大切だと思います。具体的な数字が出て、そ

れに合わせて報酬単価の数字を決める。それは当然

のことだと思います。しかし、その数字がどうやっ

て調べられたのかというのと、どの年度で調べられ

ているのかというのが非常に影響してくるものであ

ります。これまでの厚労省の調査は単年調査でした。

例えば、平成 27 年度の報酬改定のベースとなったの

は、「平成 26 年障害福祉サービス経営実態調査」で、

この平成 26 年の実態調査は平成 25 年の事業所の決

算がまとめられたものなのです。それで 27 年の報酬

単価が決められるという流れになっていました。な

ので、客観的な数字というのは平成 25 年単年度の決

算の数字でした。 

この調査の方向が今回変わることになりました。

単年調査ではなくて複数年調査になりました。平成

26 年と平成 27 年の決算も調査するということにな

りました。それによって、報酬改定によってどうい

うふうな運営状況の変化があったのかと分かるよう

になりました。それと含めて平成 28 年の決算も調査

するということになりました。つまり、3 年間のデ

ータが集まるということです。 

この複数年調査でどんな数字が出るのかというの

が注目されるところです。果たして収支差率に変化

は出るのか、平均給与は上がっているのか、正規職

員率は上がっているのかっていうのをしっかり見な

いといけないなと思っています。 

これらの調査も含めて、この 2 年間くらいが報酬

単価の決定に関しては非常に重要になってくるのか

なと思っております。以上です。 

丸山：ありがとうございました。それぞれの立場から

問題について話を聞きました。ひとまず前半はこれ

で終わりということで、休憩を挟んで今の話を踏ま

えて議論という風に移っていきたいと思います。 

 

 

第 2部 
 

会場からの質問に答えつつ議論 

 

丸山：「活動の質」をテーマにやってきましたが、昼に

書いていただいたアンケートの中にも、「そもそも質

って何だ」いうような意見が多くありました。 

更に、若干別の問題として、「質っていうのはどう

いう基準で判断するのか」という「評価」について

の意見もありました。 

この「質そのもの」と「質を判断する基準」とい

うのは近いけれども区別しておかないといけないか

なと思っています。純粋な判断基準というものと制

度的にどういう制度設計で質を担保していくのかと

いうのもまた一つ区別される問題かなとも思います

が、まず、「そもそも質とは何か」というところに関

わって、議論したいと思います。 

  アンケートに書いていただいていることを少し紹

介します。例えば、「放デイのサービス内容が多様す

ぎて、何をもって質がいいのか判断しにくい」とか、

単刀直入に｢質って何？｣など書いていただきました。

「評価される基準が分からない。きちんとやってい

るところはそれなりに、きちんとやっていないとこ

ろはそれなりにという話が午前中あったが、では、

ちゃんとやっているとかやってないとかそういうこ

とはどういう風な形で判断されることなのか」とい

うことも書かれています。あと書いていただいてい

ることで言うと「県から出されたアンケートで、活

動内容を答える部分には選択肢として『○○療法』

ばかりが挙げられていて、地域での生活を基盤とし

ている放課後活動は『その他』という欄に書くしか

なかった。そもそもどういう内容が支援として想定

されているのか」という内容のご意見もありました。

この県でなされたというアンケートで言うと、「○○

療法をやっているということが質の高いところ」と

いう問題とも関連するかなと思いました。 

また、関連して、「○○をさせるという活動をする

ことで活動の質が確保され、やっているスタッフも

専門性があると思い込みやすいのではないかと思い

う。そうした活動を求める保護者もおり、形として

見えやすいのだろうが、子ども理解を軸にした活動

や専門性であってほしい」というご意見、更に、｢質

と言われたときに、『こういうことやっていますよ』

というような分かりやすいものばかりが質が良いと
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いうふうに評価されてしまうのではないか｣という

疑問を書いていただいていた方もおられました。 

その辺りのことに関わって「そもそも質って何だ」

というようなことを中心にお話しいただこうかなと

思います。 

中村：まず｢質って何だ｣というのはちょっと難しいと

思っています。ただ、レジュメを作っていて思った

のは、「子どもが育つこと」の意味を軸にしていろん

な活動、あり方を考えていくことだと思います。 

特に、「遊び」を中心にした活動の中で子どもの姿

とか子どもの声（気持ち）とか、言葉がある子ばか

りではないし、言葉があったとしても言葉の意味を

もっと理解するようなことですね、そういうような

ことができることが｢活動の質｣だと思っています。

私が言うよりは先ほどの村岡さんの話で言うと、突

然髪を引っ張る、かみつく、これは「問題行動」だ

から「消去しなければならない」といったときに、

『そうか､他者の気持ちをイメージする力が育って

きたのだ』という見方ができるような放課後の場で

あるということです。引き離したり止めたりと言う

ことはもちろんありますが、まず「子どものどこを

見ていくのか」というところにきちんと帰ってくる

活動が必要だと思います。 

それにもうひとつはその次に、長期的な対応とい

うことです。イメージする力が育ってきたことにつ

いて、それを軸に次にどういう力に結びつけていく

のかというような見方ができる、というようなこと

が活動の質の根底の所にあることが大切です。 

判断基準については二つだけ言いたいと思います。

質はやはり大きくは「条件」によって決まってきま

す。例えば、洋助君にきちんと対応するのであれば、

同じ力量を持った職員が複数いるであるとか、洋助

君の課題について共有できる条件があるとかいろん

な条件のレベルがありますけれども、場所やそうい

う人数が確保されているということと、子どもを見

るということでの職員間の共通理解が必要だという

ことと、それから村岡さんのところは子どもの年齢

とかいくつかの集団活動の基礎集団というのは作っ

ているのですかね？ 

村岡：それはないですね。 

中村：だいたいの活動のグルーピングとかは行わない

のですか？ 

村岡：全然ないですね。 

中村：すごいですね。そういうようなことなしで子ど

ものいろんな行動に即応する力をつけている。私は、

特に年齢が高い人たちのグループというのは考えて

いくような条件というのは作っていくべきじゃない

かなと思います。 

それと、判断をする人は誰なのかなというのがあ

ります。判断をする人の質が問われているのかなと

いう気がするのです。質を問うための基準を作る人

の質が問われているというふうに思います。 

村岡：先ほど少しお話したのですが、質の問題という

のは、放課後デイができて間もないとか事業所が急

増しているとか、そういうことであればお互い切磋

琢磨してということを先ほど紹介しましたけども、

真崎さんの言葉で言うと「儲け本位」、私の言葉で言

うと「目的と手段を取り違えている」というのかな、

事業所の運営は大事だけれど、「子どもをどう育てる

か」を目的に据えられるべきと思うのですが、そう

いう「目的と手段を取り違えている事業所」という

異質なものが入り込んでいるということが問題だと

思っています。「ガイドラインの徹底」だけでは焼け

石に水みたいな所があるなと思っています。 

先ほど、ガイドラインの良いところと不十分なと

ころ両方あると言ったのですが、良いところという

のは「友達とともに過ごすことの心地よさや楽しさ

を味わうことでひとと関わることへの関心が育ち、

コミュニケーションをとることの楽しさを感じ取る

ことができるように支援する。友達と関わることに

より、葛藤を調整する力や主張する力、折り合いを

つける力を育つことを期待する」という部分。これ

はとっても良いことが書い

てあるのです。実を言うと、

これは最初の案にはなかっ

た言葉なのですが、全国放

課後連で三回にわたってガ

イドラインに対する意見書

を出していまして（2014 年

10 月にガイドライン検討委

員会、2014年 11月厚労省、

2015 年 3 月厚労省）、この

中で「放課後活動は本来子

どもにとっては家庭でも学

校でもない第三の発達の場

として、遊びなどを通し子

どもの生きる土台となる力、

人格的な力を育てる、子ど

もの気持ちを相手にぶつけ

たり相手からぶつけられた
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りして葛藤を調整する力、折り合いをつける力を培

うことを通して大切な役割を果たしています。こう

いう放課後活動の独自の役割について明記してくだ

さい。」という意見を出していたのです。これが取り

上げられているのです。 

そういう部分に関して、活動の質を考えるときに

参考にできるかなと思うのですが、一方で、やれば

やるほど実践から遠のいてしまうということがあり

ます。みなさんの意見を聞きたいのですが、PDCA

サイクルというものです。私は色々なところで現場

の職員さんの話を聞いているのですが、現場で誤解

して使ってらっしゃる方が多いのです。「うちは

PDCA でやっています。仮説を立てて実際やってみ

て、検証をして、仮説が間違っていればやり直す」

と。これはその通りなのです。私も昔からいろいろ

職員間で、ここはどんなふうかなって実際やってみ

て、やっぱり違ったなあ、こういうふうに考えたら

いいかなあと、そういうことは当たり前にやってい

ることなのですが、これは PDCA サイクルではない

のです。PDCA の P というのはあくまで PLAN な

のです。計画なのです。東京都の児童発達支援管理

責任者の研修会がありまして、講師の方が言われて

いたのですが、「達成できる目標を立てなさい。あい

まいな計画はアウトです。」ときっちり言われるので

す。これこそが PDCA サイクルなのです。あくまで

も「決められた計画に従って一定の期間内に目に見

える成果を出す」とういうものなのです。これは徹

底すれば徹底するほど実践から遠のくと感じていま

す。誤解して使っている分くらいがちょうどいいと

思っています。さっきも言いましたが、洋助から見

ると、一路前進ではないのです。急に今野さんの髪

の毛引っ張る、私の髪の毛引っ張るわけです。成長

したからそういうふうになっているのだなと思うの

です。「いついつまでに自分の気持ちをコントロール

する力が付くか」というのは計画をたてられるもの

ではありません。じっくりその子の固有のペースで

高校三年間をかけて培うというようなことが大事な

のです。 

  なので、ガイドラインへの態度としては、「大まか

に沿いつつ実質的に乗り越える」ということでいい

のではないかなと思っています。だから中村先生も

今言われたのですが、制度の仕組みとして異質なも

のが入ってもいいですよ、儲け本位でもいいですよ

という仕組みになっているのですが、そういう仕組

みではいくらガイドラインを徹底とか言っても、ど

うにもならない。その仕組み自体にどういう風にメ

スを入れていくのか、ひとつの大きな課題だと思い

ます。「収支差比率 14.5％」といっても、格差があ

る場合、真ん中の平均値をとっても一般化できる数

字ではありません。だから、「目的と手段の取り違え

が起こってもいい」ということになっている制度の

仕組みをどう変えるかっていうのが、研究者の方な

んかともいろいろ相談して提案していけるといいな

と思っています。ガイドラインだけではうまくいか

ないと思っています。 

 もうひとつ、私は、放課後の実践を運動として普

及したり発信したりすることが大事だと思っていま

す。今簡単に洋助の話を紹介したのですが、職員間

でいろいろ話し合いはするのです。それで、「実践の

勘」みたいなのがあるのです。今野さんに噛みつい

ているのを引き離す、今度は私に来るのです。噛み

ついたり髪の毛を引っ張ったり。でもそれを毎日繰

り返していると、心底思うわけです、『止めるだけじ

ゃだめだな』と。ではどうするかというと、そこで

「実践の勘」なのです。1 対 1 の「閉じた関係」だ

といけない。第三者に気持ちをどう向けさせるかと

色々考えて、『そうだチャンバラだ』と思って段ボー

ルで刀を作って、グループになって第三者に向かい

ます。そして、ピストルごっこになってということ

で、実践が開くことができたのです。これは、本当

高度な「専門性」なのだと思っています。 

中村：ちょっとだけ言い換えると、たぶん、問題行動

をなくそうという考え、「消去する」というのではな

くて、子どもの中に「自分で変わっていく力」があ

ると見られるかどうかですね。 

村岡：私は質の問題を実践の内容で決められると思う

のです。判断基準としては。そこは上から決めてこ

ういうふうにしなさいとか決めた基準に対して判断

するとかではなくて、私の実践の普及提案していく

運動としては、互いに切磋琢磨して、むしろこうい

うふうなもんですよと厚生労働省に教えてあげると

いうか、地元の自治体にも教えてあげるというか、

そういうことをやっていかないといけないと思いま

す。何か国家統制みたいな、「こういう実践をやらな

ければいけない」というとまずいなと思っています。

むしろ制度の方にメスを入れるということをやらな

いといけないと思っています。 

真崎：質の議論は非常に難しいです。私の方からはち

ょっと視点を変えて、制度の設計という視点から話

をします。 

厚生労働省など行政側からすると、質を担保する

ときに、やはり単価、つまり「質の評価としてお金

を出す」ということがあると思います。そうすると

今までの流れからするとどう考えても加算という仕

組みになります。そういうので対応しないといけな

いということに話がなると思います。これ以上加算

はやめてくれというのが現場の思いですが、例えば、

障害児支援の経験者について、何年以上の経験があ

る人を何人雇ったらとか、何パーセント雇ったら区

分 1 になって加算がいくらでというような加算の仕

組みになって、非常に細かくなるのではないかなと

いう予想は立ちます。 

加算制度が見直されると良いのですが、この「専

門性」というのを評価するというときに加算減算の

話が出ざるを得ないと思っています。そこで全国放

課後連として厚生労働省の方にも、「加算はもうやめ

て欲しい」と今まで以上に強く言っていかなければ

ならないのかなという気もしています。 

次に、今のような質の判断基準とか質の評価の仕

方として、これから言える未来予想についてです。 
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質そのものの問題についてですが、今村岡さんが

おっしゃったように、上から「これが質のいい放課

後活動だ」とか言うのは絶対無理です。これは多種

多様な事業形態があって、子どもも千差万別多種多

様なわけですから、それは絶対無理です。私もスタ

ッフ経験者で、みなさんもスタッフだと思うのです

が、その感覚から言うと、「職場環境」が重要な要素

になるかなと思うのです。職場に余裕があって、村

岡さんのレジュメにもありますけども、互いに切磋

琢磨する余裕ができる環境というのがあると、自ず

と色々な議論が職場内で起こって、「研修してみよう」

とか「何かよく分からないから本読んでみよう」と

か、「村岡さんの本を読んでみよう」とか、「放課後

連・東京の出した実践記録集を読んでみよう」とか、

というふうになるのではないかなと、そこは現場の

方々に期待していいような気がするのです。 

現場の人たちにたくさん会ってお話とかしますけ

ども、やはりみなさん一生懸命やっています。それ

は株式会社であろうと NPO であろうと関係なく、

現場の人は目の前に子どもがいて、お母さんがいて

お父さんがいてそこの家族を支えているという気概

をもってやっている方がほとんどだと思うのです。

そうすると現場の事業所の中で話し合う余裕さえあ

れば、自ずとそういう議論になっていく気がするの

です。そうするとやはり賃金の問題や労働環境の問

題をちゃんと整理した上で質の議論というのはしな

いといけないし、職員間の関係を風通しのいい環境

を作るというふうに管理者の人も意識を持ってやる

というのが重要になるのではないかなというふうに

思います。 

アンケートに全部目を通させていただいたのです

が、その中で｢事業所でどのようにガイドラインを活

用していますか｣という項目のところで、「活用して

いない」｢活用の仕方が分からない｣というご意見を

いただきました。ガイドラインの一つの可能性とし

て、ガイドラインというのを中心にして職員間の話

をする時間を持つ、というふうに使うというのが良

いのではないかなと思います。ガイドラインをただ

公表するために作るのではなくて、職員間でそのガ

イドラインを読んだり、お互い評価し合ったりとい

う感じで、お互いの思っていることを話す時間を作

るっていうような使い方をしても良いのではないか

なというふうに思います。 

丸山：どうもありがとうございました。色々な論点が

含まれていたかと思います。質ということに関して

言えば、子どもの姿、子どもの声を理解するという

こと、そして、その上で実践を作っていくというこ

となのだろうと思います。村岡さんもおっしゃって

いたように、それは PDCA の P の PLAN で「敷か

れたレールを手順に沿って着々と進めていく」とい

うところに専門性の質があるというような事ではな

くて、「高度な専門性」ということも言われていまし

たが、これができたら一人前という分かりやすい専

門性ではなくて、もう少し複雑な内容を持つ専門性

の中で作られていく質というようなところでもある

のかなと思って聞いていました。 

  複雑であるということは同時になかなかそれを判

断することは難しいとも言えると思います。これが

できたら一人前という分かりやすい基準や、「これが

できたらいっぱしの放課後活動だ」みたいな分かり

やすい基準を上から徹底するというような類いのも

のではないというような話もあったかと思います。 

 そういうのが本来の質というものでありますが、

それを無理矢理制度的に評価していこうと思うと、

職員体制がこうこうこうだから加算します減算しま

すという形で複雑性も増しますし、本当にそれで質

なり専門性なりが確保されるのかというとそこも議

論になるところかなと思います。そんな問題もある

のかなというふうに思いました。では職員体制がど

うでもいいのかというとそんなはずもなくて、そう

なる条件とか余裕っていうようなこととかもおっし

っていましたけれども、その辺りのことは重要な問

題としてあるのだろうと思いました。 

  議論を続けていきたいと思いますけども、皆さん

の方からこう思うとか、これはどうなのだろうとか

発言をしていただけたらと思います。いかがでしょ

うか。 

 

質疑応答 

 

Q1：栃木から来ました。中村先生から複数施設の利用

についての発言がありました。複数施設利用につい

て、中村先生は疑問に思っているのかなと思ったの

です。そのあたりをどのように考えているのかなと

お聞きしたいというのが一点。 

二つ目は、午前中の厚労省の方の話によると財政

が厳しいので財政を縮小していかなければダメだと、

縮小ありきということが読み取れるのです。ではど

う減らしていくのかというと、せっかくガイドライ

ン出したのだから、これとどう報酬改定とをリンク

させていこうかというような厚労省の考えが見え隠

れしたのですが、そこら辺のところを厚労省と話し

合う中でどういう話が出ているのかを聞きたいと思

います。 

Q2：愛知から来ました。NPO で放デイを 2 カ所やっ

ております。子どもをしっかり見る、理解する、そ

の行動の裏にある理由をとらえようとするとやはり

その子自身がゆったりと放課後の生活の経験を積む

ことが大切だと思います。その子の発達を促すとい

うことはやはり安定した人間関係の下にできていく

と思います。一方で、最近の事業所数の急増などは、

放課後の生活を保障するという観点から見ると、「今

まで手が届かなかったところに制度として光が届い

たのだから、事業所が増えた」というように見るこ

とができて、これは別に何の不思議でもないなと思

います。ただ、増え方として、一気に増えたという

ことだと思います。地盤から要求に根ざして作って

きたというよりは上からのサービス提供という形で

増えたという点も特徴です。そういった中で、「支援

の質」の問題を言うのであれば、先ほどから村岡さ
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んも言われているような、子ども一人一人の理解を

どうしてどう働きかけていくか、つまり、職員が安

定して、多面的に子どもを見られるようにしないと

いけないと思います。それこそ実践検討や保育の検

討を午前中の時間を持ってでもやれるように、それ

がそもそも保障されるべきだと考えています。しか

し、職員の午前中の仕事の評価がない状態です。全

国放課後連がずっと要求していますが、児童発達支

援事業と同じようにして欲しいという要望さえ叶わ

ない状態です。そういったところで質を問うという

のは、厚労省のものすごく形式的な発想があるので

はないか思っています。 

  もう一つは今後どうなるだろうかというところで

す。先ほどの厚労省資料の中で、手帳がなくて放課

後等デイに通っている人、それから障害の違いのと

ころで発達障害のところが十数％あったと思います。

この数字を出すのは、一般施策を放課後等デイが「補

完する」という発想が背景にあるということを強く

感じます。しかし、私の事業所に来ている子どもの

中には、一般施策の学童保育で子ども間の衝突が激

しく、父母会からも突き上げられてしまって、指導

員も対応できないという状況になり、私の事業所に

来ざるを得なくなった子がいます。しかし、そうい

う学童保育で大変だった子が、言葉がないお子さん

に対応している間に、ふっと「○○ちゃんきっと今

何々と思っているよね」とその子の気持ちをしゃべ

るようになったという実践もありました。学童にい

たらその子も大変だったと思いますが、自分よりも

重い障害の子と関わったときに、この子を受け入れ

て理解をしようとする姿に変わったのです。これは

もう発達支援の 1 つだろうと思っています。でも、

そういった対応が現実にあるということが知られて

いません。このままでは、そういう子を「支出を抑

える」という名目で、「学童保育に戻せ」という施策

の方にいく恐れがすごく感じます。今本当に放課後

の発達保障とか、保護者も含めた家庭支援の生活保

障という視点をもう一度僕らが考え直して政策化し

て厚労省と向き合っていくことが大事じゃないかな

というふうにすごく感じています。以上です。 

 

丸山：ありがとうございました。どのように質という

のを良いものにしていけるのかということについて

もまた後で言っていただこうと思いますけども、と

りあえず出していただいたさっきの方の質問、複数

利用のことや、報酬改定のことなど、中村さん、真

崎さん中心にお願いします。 

中村：支給量とか、制度改正というのと複数の課題と

かは全部関連していると思っています。子どもにと

っての生活をどう考えるのか、とりわけ学校から後

の生活をどう考えるのかというのをやはり軸に据え

た上で制度を改善することが必要なのかと思ってい

ます。 

複数利用については、現在普通のことになってい

ますよね。私は特別支援学校の先生たちとも話す機

会が多いのですが、帰りのスクールバスがなくなる

かもしれないねっていうくらい放課後のお迎えの方

が多いのです。「今日は昨日とは違うところ」となる

と、それは子どもにとって、ただでさえ安定した生

活が必要だっていうときにそれを提供するのはなか

なか難しい。そういうようなことを子どもの側に立

って考えてみようよというようなことが入り口です。

そういうことを考えないのが普通になってきている

のが現状です。厚労省の方と懇談しても、「たくさん

選べる事業所ができてよかったじゃないですか」と

答えが返ってきます。しかし、通常の学童保育とか

通常の保育所ではそういうこと言われないですよね。

失礼ですよね、障害児に対して。子どもがいろんな

所に行くという事に対して、障害のない子のときは

考えられないことがどうして障害のある子どもたち

のことになると当たり前になってしまうのだろうと

考えたときに思うのは、やはり「10 人定員のあり方

というのを考えないといけない」ということです。

10 人でないと事業が成り立たないくらい中規模、大

規模の事業所の報酬単価が低いからいけないのです。

10 人の報酬単価を下げろというのではありません。

10 人であれば儲かる、少しは儲かるというような仕

組み自体に問題があって、例えば 20 人のところがで

きて、そこが安定的に事業を展開できるようになっ

ていたら、誰も親御さんもいろいろなところを渡り

歩きたいなんて思わないし、そういうところがたく

さんできたらそれは本当の意味での放課後保障にな

っていくのだろうなと思います。実は定員制のとこ

ろの報酬単価ということが非常に大きな課題になっ

ているのだと思うのです。 

子どもの側に立って考えるという部分について、

利用の前提になる相談支援の場面についても考える

必要があります。やはり最初の入り口の相談支援と

いうのが、利用計画が支給を立ててもらうためには

必要なのですが、そのところで専門性がないという

問題があります。例えば成人はいいんですよ、何日

間、月に何時間ヘルパーさんに来てほしい、あるい

は重度の人の外出保障ができるような仕組みを使い

たいっていうような、そういう計画、自分の生活を

どう組み立てるかということで、そこに沿った支給

決定ができるような仕組みが必要だということで、

相談支援が持ち込まれたわけです。一方で、子ども

の分野についてみると、放課後等デイサービス何日

支給量が必要ですかというのは、子どもが言えるわ

けがないですよね。ここが、親を敵に回すわけでは

ないですが、ほとんどが親御さんの対応になるわけ

です。そうすると、例えば「隣の市は 30 日出るのに

うちの市はどうして 20 日なの」というような意見が

出てきて、それで「20 日とは何事だ」と親御さんは

言うわけですけども、そのときに相談支援のところ

で、「A ちゃんにはこういうふうな放課後の生活が必

要なんじゃないの、だからここにこれくらい通おう

ね」と、子どもの生活をどういう風に作りたいとい

うことが親御さんとじっくりと話し合って共有した

上での計画が作成されて、それが支給決定になって

いくという流れであれば良いのですが、障害児相談
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支援事業の専門性が確保されているかというと不十

分だろうなと思うのです。 

元に戻りますが、子どもが育つことを軸にした計

画、支給量、放課後の事業所の利用というようなこ

とが、全体としてそういう仕組みをきちんと作って

いかないといけないのではないかなと思っています。 

もう一つだけ言えば、「どんな活動をしようか」と

いうことや、「子どもをどう見ようかということを共

有する時間は無い」という問題点というのは、障害

福祉サービスの全体の枠組みと同じようなものが、

本来異なるべき子どもの支援に持ち込まれているこ

とが根本的な問題であると思います。それの端的な

ものが、子どもを支援したことに対する時間とか支

援したことに対する実績に対して報酬が出るという

仕組みです。この考え方がこの放課後活動に持ち込

まれているということが大きな問題なのだと思うの

です。 

 

真崎：ガイドラインと報酬改定の関係についてです。

厚生労働省の方と懇談しても、その話はまだ出てい

ないというのが実際のところです。そもそも報酬と

いうのは、通ってくる子どもたちに直接的な恩恵が

あるところに付くものなので、事業所の評価みたい

なものを報酬として評価するというのは、現時点で

はおそらく厚生労働省としても考えていないと思う

のですね。現時点で考えているのは監査の時に、自

己評価表を作って公表しているのかどうか、保護者

にちゃんとアンケートをとっているのかどうか、と

いう項目を入れるということだと思います。しかし、

確かに、ガイドラインと報酬改定のからみというの

は、話としてあり得ないことはないとは思います。

それについては、6 月にまた全国放課後連で懇談を

持ちますので、更に確認はしたいと思います。 

  今日書いていただいたアンケートの中に、「現場を

ちゃんと見てほしい」ということがたくさん書いて

いただいておりました。全国放課後連としても厚生

労働省の担当者の

方に働きかけて、

現場を見に行って

くださいと何度も

何度もお願いして

おりました。その

結果、実際現場に

来ていただいて見

ていただくことに

しています。現場

を見て実態をしっ

かりと担当者の方

に把握していただ

く機会を持つこと

ができました。ま

た、来月大阪の方

に、財務省の方が

直接現場を見に来

るというような機

会の方も作りました。行政も、放課後現状どうなっ

ているのかというのを行政の方も知りたいというこ

とです。その部分に関しては、全国放課後連として

しっかり見ていただこうと思っています。 

 さきほど愛知の方がご発言いただいた、放課後等

デイの午前中の仕事も評価してほしいということに

ついて。もちろんその通りだと思います。全国放課

後連も、児童発達支援事業の報酬単価と同じにして

欲しいということを何度も何度も要望しています。

しかし、「放課後は学校があってその後ですから」と

いう話で終わってしまいます。どうにか突破したい

のですけがなかなか突破できない部分です。しかし、

やはり午前中準備大変ですよね。会議があったりと

か親御さんの対応をしたりとか、そういった仕事が

あるのに何で評価してくれないのか。要するに基本

単価の中で評価すべきものが評価されてないことな

のです。「本来は評価されるべきものだ」というのを

しっかり伝えられるような言葉を私たちは持たない

といけないし、その言葉のベースとなる実践を積み

上げていかないといけないということだと思います。

村岡さんの話とつながりますが、実践というベース

があって初めて言葉にできますので、みなさんの事

業所でやられている実践、スタッフ間でいろんな研

修をして出てきた疑問とか問題点とかを、こういう

場でみなさんにご発言いただいて全国放課後連とし

てもそれをくんで、厚生労働省にそれを言葉にして

伝えるというのがこれから大事になってくるのでは

ないかなと考えています。 

 

村岡：複数事業所の利用について。私はゆうやけ子ど

もクラブという事業所でやっていますが、事業所と

しては平日は火曜日から金曜日については週 4 日の

内 3 日は来なさいと月曜日来る人はさらにもう一日

来なさいという運営規定にしています。しかし、親

御さんの中には「色々なところに行かして色々な力

をつけさせたい」とか思われる方もおられます。先
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ほど愛知の方も言われましたけども、子どもが育つ

と親も育っていくようなところがありまして、うち

ではもちろん子どもの育っている様子をいろんな機

会で親に伝えることをしています。写真撮って、活

動を見せたり、あるいは保護者会を開いて子どもの

様子を説明したりするのでが、自分の子どもの話だ

けではなくて他の子どものことも聞いてもらってい

ます。子どものことを話すと面白いもので、自分の

子どもでこんなに困っているのにこんな面白いとこ

ろがあってという話をされると、他の親御さんが笑

われるわけですよ。ああそうかこんな事をする子だ

けれど、笑われるというか楽しいところもあるのだ

なと気がつかれてほっとされることがあります。ま

た、うちでは運動会をこの間何年かやっているので

すが、内容はほぼオリジナル種目でやっています。

その中で、お母さん種目で「今夜はカレーライス」

というのがあります。グランドシートを体育館に敷

いて、その周りをお母さんたちがぐるぐるぐるぐる

音楽に合わせて回って、音楽が止まったら一斉に本

物のじゃがいもを取り合う。取れなかったらはじか

れていくのですが、次はにんじんとか次はタマネギ

とか段々減っていき、最後はカレールウ、最後の最

後は一人だけお肉がとれるっていう種目なのですが、

これがものすごい迫力なのです。お父さん競技は「モ

テモテ買い物競走」という種目があります。走って

いってカードをめくるとお母さんの名前が書いてあ

って、「何々さんのお母さんどこにいますか」とぱっ

と手が上がって、もう一枚めくると別のお母さんの

名前が書いてあって、その二人のお母さんと腕を組

んでゴールするという種目です。これもまた大好評

です。そんなことをやっていたら、あるお母さんが

感想の中で、「事業所というのは選ぶところと思って

いたのですが、ゆうやけに入って考え方が変わりま

した、事業所というのは選ぶのではなくて、みんな

で楽しく作っていくものだなと思いました」と書い

てありました。やはり「親の目が育っていく」とい

う部分も含めて質の問題っていうのはあるのかなと

思います。 

  真崎さんも言われたように、活動の中で良いこと

を子どもに対しても親御さんに対してもやっていて

も、そのやっている内容を分かりやすく相手に伝わ

るような言葉を私たち自身はまだ見つけてないなと

思っています。だからなるべく遠くまで届く言葉、

あるいは、事実に裏付けられて考え抜いて納得でき

るような言葉に置き換えていくということが必要だ

と思います。実践の中身を切磋琢磨していくという

ときに、実践の中身をどう言葉に置き換えていくの

かというのも非常に大きな課題だと思います。その

ときにやはり実践記録のような、実践を文章にまと

めてみるというのは非常に大事なことだと思いまし

た。 

丸山：最後三人に一言ずついただければと思いますが、

私から少しだけお話します。ガイドラインが出され

てから、それについての議論がありますが、ガイド

ラインをどう見るかという話と合わせながら、そも

そも質を確保するために何が必要なのかということ

考えておくのが一番大事なのではないかと思ってい

ます。「今までガイドラインがなかったから質の問題

が出てきたのだ」というのであれば、中身の良いガ

イドライン出すというのが解決の方法になるのかも

しれませんが、そもそも「ガイドラインがないから

質の問題が出てきているのかどうか」ということを

問うべきです。つまり、「問題は別のところにあるか

もしれない」ということを考えるということです。

ガイドラインのところにばかり関心が注目してしま

うと「ガイドラインをどうするのか」というところ

にばかり注目してしまい、視野が狭くなっていくの

ではないかという気がしています。もう少し根本に

立ち返って、「そもそも何が必要なのか」というあた

りについて、3 人から一言ずついただけるとありが

たいです。 

中村：今日の午前中に示された資料も含め、私たちは

これらの資料の見方もきちんと身につけないといけ

ないのではないかということをまず言っておきたい

と思います。行政では、数字で出てくるもででみん

な判断されてしまいます。資料やデータに出てくる

色々な数字で色々な施策が決まっていくのですが、

資料と現実の違いというと、私たちは見る力がなく

て、そういった見る力の不十分さについては、全国

放課後連でも反省していく必要があると思っていま

す。例えば、児童発達支援の方の箇所数が 3530 カ

所と出ていますが、そのうちやはりそこで増えたの

は児童発達支援事業なのです。児童発達支援センタ

ーの数というのはあまり増えてないという現状があ

ります。3000 カ所くらい児童発達支援事業の方が増

えていて、その中で放課後と同じような問題が実は

潜んでいるという現実があります。そういう資料の

見方というのを身に着ける必要があると思います。 

もう一つ資料の見方という面では、これだけ事業

所ができてきていますが、地域差というのはすごく

大きいだろうなと思うのです。障害児通所支援寺領

は区市町村の事業ということなので、その地域差と

いうものをきちんと見ていく必要があります。 

最後に PDCA について一言だけ。今日のテーマに

つながるのですが、PDCA の P のところ、つまり

PLAN というのは非常に期限が限られていて、また

達成目標も元々存在していて、それに基づいて計画

をたてるというようなことが往々にしてなされてい

ます。そういった中では、私たちの目が「P」に絞

られて子どもが見えにくくなってしまうということ

があります。子どもから出発する計画作りというよ

うなことを心がけていく必要があるのではないかな

と考えています。 

村岡：繰り返しにはなりますが、一つは実践です。放

課後活動の実践を普及提案するということです。こ

れは上から決められるのではなくて、私たち自身で

「放課後活動はこういうものではないだろうか」と

いう実践を集めて全体のものにしていきたいなと思

います。私は「学び方」というか、「子どもが経験し

てつかみ取っていく」というか、「人格的な力」とい
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うか、そういうものを大事にしたいなと思っていま

す。そういう実践の言葉を見いだして、みんなのも

のにしていきたいなというのが何と言っても今の大

きな願いです。 

 もう一つは制度についてです。丸山さんもおっし

ゃいましたけれど、ガイドラインがなかったらから

支援の質の問題が発生してきたのか、ガイドライン

によって改善できるという問題なのか、支援の質と

いう問題の根本は別の所にあるかもしれないとおっ

しゃいましたが、「ガイドラインの徹底」だけだと、

要するに「ガイドラインを徹底しろと言っているの

に活動の質は向上しないのは事業者の責任だ」とな

ってしまうのではないかと思っています。私たちに

責任を押しつけられてしまい、本来的に条件整備を

する責任がある行政には責任が及ばないことになり

かねません。しかし、行政は儲け主義の事業所を認

めている制度の仕組みにはメスを入れません。責任

を我々に転嫁させるということではあってはいけな

いと思うので、行政には、制度の仕組みまでメスを

入れて条件整備の責任を果たしてもらうというのが

大事だと思います。 

それと、愛知の方もおっしゃっていましたが、午

前中の仕事の評価についてです。ゆうやけ子どもク

ラブも午前中に職員会議をやったり研修会をやった

りしています。先ほどの洋助の話もそんな中で議論

していました。一方で、夏休み冬休み春休みはずっ

と朝から子どもがいるので、職員会議も研修会もで

きないで本当に困っています。何としても午前中か

らの仕事を認めて欲しい、児童発達支援事業並みの

報酬単価にしてほしいと思うのです。うちは実は 3

つの事業所があるのですが、今年度上半期 300 万の

赤字です。報酬単価を上げて欲しいのですが、報酬

単価を上げたときにそれを儲け本位に使われては困

るとも思います。やはり制度自体にメスを入れない

と「ガイドラインの徹底」だけではとても追いつか

ないと思っています。 

真崎：最後に感覚的な話を少ししたいと思います。私

も十何年、この仕事に関わってきて思うのが、「楽し

い」ということです。やはり子どもたちと一緒にい

ることというのはすごく価値があるし、子どもたち

が私たちを育ててくれているとも言えるし、家族か

らも育てられたという面もあります。そういう「学

びあい育ちあい」のようなことを経験できる場とい

うのは本当に貴重だなと思います。放課後事業とい

うのは楽しいし、面白い活動だし、重要な事業なの

です、絶対的に。そして、そこで働いている方々は

本当にすばらしいと思います。しかし、現状を見る

と、「儲け」とか「数字」とか「統計」とか「平均」

とか、そういう言葉でその楽しさとか面白さが、覆

い被されていると感じています。こういう現状はさ

みしいし、悲しいと感じています。そういう状況に

今なっているっているということをみなさんと共有

して声を一つにして行政の方に伝えていきたいと思

っています。数字とか平均とかに抗っていかないと

いい制度というのはできないと思います。そして、

その抗う力の源は、みなさんが日々現場でやられて

いる活動にあります。ぜひ全国放課後連の方にもそ

の力を分けていただいて、行政の方にもその力でぶ

つかっていきたいと思いますので、今後ともぜひよ

ろしくお願い致します。 

丸山：ありがとうございました。真崎さん、最後のと

ころで本当にその通りだなと思って聞いていました。

そういうことがまとめられるといいかなと思います。

まだまだ議論の必要なところもあるかと思いますが、

終わりの時間を過ぎているという状況ですので、今

日はこれで終わりということにしたいと思います。

どうもありがとうございました。 

 

※今回の研修会では、記録を埼玉にある放課後等デイ

事業所のスタッフの方にしていただきました。ご協

力感謝いたします。 

 

 

 2016年3月8日に厚労省において主管課長会議が解

されました。この会議は全国の都道府県、政令市の障

害福祉担当者が一堂に会して、来年度の障害福祉施策

について厚労省担当者から説明を受けるという会議で

す。全国放課後連から事務局員が傍聴しました。 

今回はそこで配布された資料の中から、放課後等デ

イサービスに関する情報を掲載します。なお、本紙面

においては資料に記載された情報のみを掲載し、その

情報に関する課題や問題点についての詳細な分析は、

今後全国放課後連で開催する都道府県連絡会議におい

て行います。 

 
※以下、項目に付しているページ数の資料は 2016 年 3 月 8 日

主管課長会議資料の中のもので、資料①は「社会・援護局障

害保健福祉部 障害福祉課／地域生活支援推進室／障害児発

達障害者支援室」、資料②は「社会・援護局障害保健福祉部 企

画課／企画課監査指導室」を指すものとする。 

 

放課後等デイサービス事業に関する注目点 
 

１、全体の特徴 

 ・全体として、「質の向上」に資するために通知を出

したことを強調 

 ・放課後等デイと他の施策とのすみ分けを強調 

 ・「ガイドラインの活用」の推進 

２、「通知」（平成 28 年 3月 7 日発出）について 

（１）通知の趣旨・概要：資料①164－165 頁 

 ○通知の趣旨 

①保育所などの一般施策も含め、障害児本人にと

って最良のサービスを利用する機会が確保され

るよう、適切な配慮及び環境整備を図ること 

  ②障害児通所支援について支給決定日数の目安を

示すことにより、地方自治体において障害児支

厚労省主管課長会議情報 
2016 年 3 月 8日開催 
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援利用計画案に示された支援内容の必要性を確

認することや、事業所において支援内容の見直

しの契機とすることを促すこと 

 ○通知の概要 

①「支援の質の向上」に向けた指導、ガイドライ

ンの徹底について留意を求める 

  ②支給決定の留意事項の追加 

（２）「法令に基づく指導」の徹底 

 ・児童福祉法、関連省令内の関連規定を列挙して、

それに基づく指導の徹底を求める 

（３）ガイドラインの徹底 

 ・自己評価と支援内容の改善、自己評価表の公表 

 ・都道府県に自己評価表の公表状況の把握を求める 

 ・事業所の指導にあたってのガイドライン活用 

（４）支給決定に関する留意事項 

 ○勘案する際に留意すべき事項の提示 

①支給の要否、支給量の判断基準 

・通所支援の目的に沿っているか 

・子どもの最善の利益となっているか 

・健全な発達のために必要な支援を適切に提供

されているか 

  ②日中一時支援等の活用、支給量の目安 

   ・日中一時支援事業の活用をまず考えるべき 

「主として障害児の家族の就労支援又は障害児

を日常的に介護している家族の一時的な休息

を目的とする場合には、地域生活支援事業の

日中一時支援等を活用すること。」 

 ・支給量の目安 

「支給量は、通所給付決定を行おうとする者の

勘案事項を踏まえて、適切な一月当たりの利

用必要日数を定めることとしているが、原則

として、各月の日数から 8 日を控除した日数

（以下「原則の日数」という。）を上限とする

こと。ただし、障害児の状態等に鑑み、市町

村が必要と判断した場合には、原則の日数を

超えて利用することができるものとするが、

その場合には支給決定前にその支援の必要性

（支援の内容とそれに要する時間等）につい

て申請者、事業所等に十分確認した上で、必

要な日数を決定する。」 

  ③放課後児童クラブ等の「一般施策の利用機会確

保」 

   「障害児についても、保育所、放課後児童健全

育成事業（放課後児童クラブ）等の一般施策

を利用（併行利用を含む。）する機会が確保さ

れるよう、例えば保育所訪問支援の活用など、

適切な配慮及び環境整備に努めること。」 

 

その他、関連する事項 
 

１、障害者総合支援法及び児童福祉法の一部改正案（以

下、改正案）※平成 30年 4 月 1 日施行予定 

 （ⅰ）概要： 資料② 17 頁 

   現在、国会に児童福祉法の一部改正案が提出さ

れている（第 190 回国会）。その中で、都道府県

において「障害児福祉計画」の策定が義務付けら

れる方向。 

 （ⅱ）「都道府県障害児者福祉計画」 

 改正案 2 条 ※関係のない部分は割愛 

  第二十一条の五の十五に次の一項を加える。 

  都道府県知事は、特定障害児通所支援につき第一

項の申請があつた場合において、当該都道府県又は

当該申請に係る障害児通所支援事業所の所在地を含

む区域（第三十三条の二十二第二項第二号の規定に

より都道府県が定める区域をいう。）における当該申

請に係る種類ごとの指定通所支援の量が、同条第一

項の規定により当該都道府県が定める都道府県障害

児福祉計画において定める当該都道府県若しくは当

該区域の当該指定通所支援の必要な量に既に達して

いるか、又は当該申請に係る事業者の指定によつて

これを超えることになると認めるとき、その他の当

該都道府県障害児福祉計画の達成に支障を生ずるお

それがあると認めるときは、第二十一条の五の三第

一項の指定をしないことができる。 

 

２、地域区分の見直し：資料①15 頁、18－21 頁 

 平成 28 年 4 月 1 日から 1 単位当たりの報酬額が変

更となる。 

 

※本件通知（平成 28 年 3 月 7 日発出）については、

別に添付しております。ご覧ください。 

 

 

◎全国放課後連 第 13 回総会 

日時：2016 年 6 月 5 日（日）13:00～17:00 

会場：江東区総合区民センター 

   〒136-0072 東京都江東区大島 4-5-1  

電話：03-3637-2261 FAX：03-3683-0507 

   【アクセス】 

・ＪＲ総武線「亀戸」駅より徒歩 15 分 

・都営地下鉄新宿線「西大島」駅Ａ4 出口よ

り徒歩 1 分 

内容：講演と総会 

◎研修会 

9 月以降、順次開催を予定しております。詳細が決ま

り次第追ってご連絡いたします。 

 

 

今回は 2 月に開催した東京研修の内容を詳しく掲載

しました。埼玉にある事業所スタッフの方が詳細に記

録を取っていただいたことで掲載することができまし

た。本当にありがとうございました。これまでの研修

会でも記録にご協力いただいた方々がおられます。み

なさまのご協力に本当に感謝いたします。今後とも、

よろしくお願いいたします。（真崎） 

今後の予定 

編集後記 



障障発 0307 第１号 

平成 28 年３月７日 

 

  都 道 府 県 

各 指 定 都 市 障害保健福祉主管部（局）長 殿 

  児童相談所設置市 

 

                       厚生労働省社会・援護局 

                         障害保健福祉部障害福祉課長 

（ 公 印 省 略 ）   

 

 

障害児通所支援の質の向上及び障害児通所給付費等の 

通所給付決定に係る留意事項について 

 

 

 障害児通所支援事業の運営等については、児童福祉法（昭和22年法律第164号。以下「法」

という。）等に基づき行われているところであるが、近年、特に放課後等デイサービスにつ

いて、単なる居場所となっている事例、発達支援の技術が十分ではない事業所が軽度の障

害児を集めている事例等があるとの指摘がある。 

このため、今般、障害児通所支援について、発達支援を必要とする障害児のニーズに的

確に対応する観点から、下記のとおり留意事項をまとめたので、これを参考として障害児

通所支援の質の向上及び支援内容の適正化により一層努められたい。 

 また、各都道府県におかれては、貴管内市区町村、関係機関等に周知徹底を図るととも

に、その運用に遺憾のないようにされたい。 

 なお、本通知は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項の規定に基

づく技術的な助言であることを申し添える。 

 

記 

 

１．障害児通所支援の質の向上に向けた留意事項について 

 (1) 指定障害児通所支援事業者の指導の徹底について 

指定障害児通所支援事業者の指導に当たっては、法及び児童福祉法に基づく指定通

所支援の事業所等の人員、設備及び運営に関する基準（平成 24 年厚生労働省令第 15

号。以下「基準省令」という。）等により行われているが、障害児通所支援のより一層

の支援の質の向上を図るため、指定障害児通所支援事業者の指定、指導監査、会議等

の情報伝達の場など、あらゆる機会を通じて、特に以下の法令の規定について指導の

徹底を図られたい。 

① 指定障害児事業者等は、その提供する障害児通所支援の質の評価を行うことその他

の措置を講ずることにより、障害児通所支援の質の向上に努めなければならない。  

   （法第 21 条の５の 17 第２項） 

② 指定児童発達支援事業者は、正当な理由がなく、指定児童発達支援の提供を拒ん

ではならない。 

（基準省令第 14 条。第 54 条の５（基準該当児童発達支援）、第 64 条（指定医療型

発達支援）、第 71 条（指定放課後等デイサービス）、第 71 条の４（基準該当放課後

等デイサービス）及び第 79 条（指定保育所等訪問支援）の規定により準用する場合



を含む。） 

③ 指定児童発達支援事業者は、その提供する指定児童発達支援の質の評価を行い、

常にその改善を図らなければならない。 

（基準省令第 26 条第３項。第 54 条の５、第 64 条、第 71 条、第 71 条の４及び第 79 

条の規定により準用する場合を含む。） 

    

(2) 放課後等デイサービスガイドラインの活用の徹底等について 

指定放課後等デイサービス事業者の支援の質の向上と支援内容の適正化を図るため、

以下により、放課後等デイサービスガイドライン（以下「ガイドライン」という。）の

活用の徹底等を図られたい。 

  ① 指定放課後等デイサービス事業者の指定、指導監査、会議等の情報伝達の場など

のあらゆる機会を通じて、指定放課後等デイサービス事業者に対し、ガイドライン

の周知徹底を図ること。その際、指定放課後等デイサービス事業者がガイドライン

別添の自己評価表を活用して適切に自己評価を行うこと、改善目標に沿って支援内

容を改善すること、自己評価結果を公表すること等を促すように努めること。 

② 指定放課後等デイサービス事業者によるガイドラインの自己評価結果の公表状況

の把握に努めること。 

③ 指定放課後等デイサービス事業者への指導・助言にあたっては、ガイドラインを

活用すること。 

 

２．障害児通所給付費等の通所給付決定の留意事項について 

市町村による障害児通所給付費等の通所給付決定については、障害児通所給付費等

の通所給付決定等について（平成 24 年３月 30 日障発 0330 第 14 厚生労働省障害保健

福祉部長通知）においてその取扱いを示しているところであるが、障害児本人の発達

支援のためのサービス提供を徹底するため、以下のとおり平成 28 年４月１日以降分の

障害児通所給付費等の通所給付決定における留意事項をまとめたので、適切な運用に

努めていただきたい。 

① 障害児通所支援は、障害児の心身の状況に応じ、障害児の自立の支援と日常生活

の充実に資するよう、適切な技術をもって指導、訓練等を行うものである。障害児

通所給付費等の通所給付決定にあたっては、障害児本人の最善の利益を図り、その

健全な発達のために必要な支援を適切に提供する観点から、支給の要否及び必要な

支給量について適切に判断し、決定すること。 

② 主として障害児の家族の就労支援又は障害児を日常的に介護している家族の一時

的な休息を目的とする場合には、地域生活支援事業の日中一時支援等を活用するこ

と。 

  支給量は、通所給付決定を行おうとする者の勘案事項を踏まえて、適切な一月当

たりの利用必要日数を定めることとしているが、原則として、各月の日数から８日

を控除した日数（以下「原則の日数」という。）を上限とすること。ただし、障害児

の状態等に鑑み、市町村が必要と判断した場合には、原則の日数を超えて利用する

ことができるものとするが、その場合には支給決定前にその支援の必要性（支援の

内容とそれに要する時間等）について申請者、事業所等に十分確認した上で、必要

な日数を決定すること。 

③ 障害児についても、保育所、放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）等の

一般施策を利用（併行利用を含む。）する機会が確保されるよう、例えば保育所等訪

問支援の活用など、適切な配慮及び環境整備に努めること。 


